
掛川市中小企業等省エネ設備導入事業費補助金 

申請の手引き 

 

 掛川市の温室効果ガス排出量の半分以上は産業部門からの排出です。 

 このため、市では中小企業などの省エネ設備の導入を支援することによって、古くなった

設備の更新やエネルギーの効果的な利用を促進し、中小企業などのコストダウンや地球温

暖化の防止につなげていきます。 

 

申請受付期間：令和８年６月１日(月) ～ 令和８年 12 月 28 日(月)まで 

実績報告書提出期限：窓口提出 令和 9 年１月 29 日（金）まで 

               Mail 令和 9年 1 月 31 日（日）まで 

※ 受付は先着順で行い予算がなくなり次第受付を終了します。 

 

１補助対象事業者 

掛川市内に事業所、店舗、工場等（以下「事業所等」という）があり、次の表のＡ，Ｂ

のいずれかを満たす法人又は個人事業者で市税の滞納がない者 

業種 資本金の額又は出資の総額

Ａ 

常時使用する従業員数 

Ｂ 

製造業等 

（運送・建設業等を含む） 

３億円以下 ３００人以下 

卸売業 １億円以下 １００人以下 

サービス業 ５千万円以下 １００人以下 

小売業 ５千万円以下 ５０人以下 

 

2 補助対象事業 

市内の事業所等において、既存設備と比較して温室効果ガス排出量を 5％以上削減でき

る設備（空調・給湯・換気・照明設備等）を導入する事業で、省エネルギー診断の結果に

基づき行われる事業 

※市内では「中東遠タスクフォースセンター」（電話 0537-23-4675）が実施していま

す 

※１万円程度の料金がかかります 



3 補助対象経費 

 補助対象経費＝該当設備の購入費 ＋ 設置工事費 + 設計費 + 諸経費 ― 他の助成金等 

  ※既存設備の撤去処分費やフロン回収費、消費税、地方消費税は対象外 

   ※国・県等の補助金併用の場合は、その補助金額を控除した額を補助対象経費とする 

 

４補助対象設備・補助金額 

※既存設備の更新が対象（中古設備・リース契約による設備を除く） 

種別 具体的設備の例 補助金額 

空調設備 業務用エアコン  

補助対象経費×1/3 以内 

 

※複数の設備を導入する場

合は合計の補助対象経費 

(上限 50 万円、下限 10 万円） 

※1,000 未満切り捨て 

給湯設備 給湯器・ボイラ 

照明設備 ＬＥＤ等 

換気設備 省エネ型第１種換気設備等 

冷凍冷蔵設備 電気冷蔵庫・冷凍庫等 

産業用ボイラ 蒸気ボイラ・温水ボイラ 

産業用モータ ポンプ・圧縮機等 

生産設備 変圧器、プレス機械等 

 

５申請の流れ 

申請者 掛川市（環境政策課） 

交付申請          

（申請書に必要書類を添付）    提 

 

工事着手            送    

 

完了報告・請求書        提     

（報告書に必要書類を添付） 

  工事完了後 30 日以内または交付  

  までのいずれか早い日までに 

                

                送       

                   

補助金の受領          振 

 

     

出    受付・審査 

 

付    交付決定通知書 

 

出    受付・審査 

 

決定のあった日の属する年度の 1月末 

 

     

付    交付確定通知 

 

込   補助金の交付 

 

 

 

  

 

    



1）交付申請 

申請には以下の書類をそろえて環境政策課までご提出ください。 

※設置工事着手後の申請は受け付けることができません。必ず着手前に申請をお願いし

ます。 

※申請受付から交付決定通知書の送付までに概ね 1 週間程度かかります。決定通知後の

工事着手が必要ですので、工期を考慮して申請していただきますようお願いします。 

※申請内容に不備がある場合は、不備が修正された時点での受付とします。 

・交付申請書（様式第１号） 

・事業計画書（様式第２号） 

・収支予算書（様式第３号） 

・省エネルギー診断の結果報告書の写し 

・更新前の設備の写真（設備全景、設備数が確認できる写真および図面） 

・見積書又は契約書の写し 

・（申請者が法人の場合）法人登記事項証明書の写し（申請日から３か月以内のもの） 

・（申請者が個人事業者の場合）個人事業の開業届出書の写し又は住民票（申請日から

３か月以内のもの）の写し 

・市税完納証明書（申請日から１か月以内のもの） 

・国・県等の補助金と併用する場合は補助額がわかる書類 

・その他市長が必要と認める書類 

 

2）交付決定 

  申請の受付後速やかに審査を行い、交付を決定した場合は補助金交付決定通知書を送

付します。対象設備の工事着手は、必ずこの通知後に実施してください。 

 

3）完了報告 

  対象設備の工事が完了した日から 30日以内、または補助金の交付決定のあった日の

属する年度の 1 月末日のいずれか早い日までに以下の書類をそろえて、環境政策課へ提

出してください。 

 ・完了報告書（様式第５号） 

 ・事業報告書（様式第２号） 

 ・収支決算書（様式第３号） 

 ・導入した設備の設置状況（設備全景、設備数）が確認できる写真 

 ・補助対象経費の支払いを証する書類の写し（領収書の写しおよび請求内訳書の写し） 

 ・その他市長が必要と認める書類 

 

 



4）交付の確定 

  実績報告を審査し、内容を承認した時は、交付確定通知を送付します。 

 

5）請求 

  完了報告とともに請求書を提出してください。 

※請求日は未記入でご提出ください。（記載例参照） 

 ※振込口座を確認できるものを添付してください。（通帳の写し等） 

 ※振込先は申請者本人の口座に限ります。 

 

6）交付決定通知後に補助事業を変更する場合 

  以下のケースは「変更承認申請書」を提出していただく必要があります。 

① 補助事業の内容変更（軽微な変更を除く） 

② 補助事業経費の変更（事業費の額の 20％以下の変更を除く） 

③ 補助事業を中止・廃止する 

上記に該当する場合は早急に環境政策課までご連絡ください。 

 

7）個々の詳細については FAQ の内容をご確認ください。 

 

 

 

申請書類一式は市ホームページからダウンロードできます。 

 トップページ ⇒ 上部「サイト内検索」 ⇒ 中小企業省エネ設備 ⇒ 中小企業省

エネ設備導入事業費補助金 

 

書類提出先および問合せ先 

 掛川市役所環境政策課 環境政策係 0537-21-1218（直通） 

            受付時間 8：30～17：00 

            Mail：kankyo@city.kakegawa.shizuoka.jp  

 

mailto:kankyo@city.kakegawa.shizuoka.jp

